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(57)【要約】
　プロトン性極性基を有する環状オレフィン重合体（Ａ）、架橋剤（Ｂ）、および有機溶
媒（Ｃ）を含有する樹脂組成物であって、前記有機溶媒（Ｃ）が、ジエチレングリコール
エチルメチルエーテルを含有し、前記有機溶媒（Ｃ）中に含まれるジエチレングリコール
ジメチルエーテルの含有量が、前記ジエチレングリコールエチルメチルエーテルの含有量
を１００重量％とした場合に、１０重量ｐｐｍ以下であることを特徴とする樹脂組成物を
提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プロトン性極性基を有する環状オレフィン重合体（Ａ）、架橋剤（Ｂ）、および有機溶
媒（Ｃ）を含有する樹脂組成物であって、
　前記有機溶媒（Ｃ）が、ジエチレングリコールエチルメチルエーテルを含有し、前記有
機溶媒（Ｃ）中に含まれるジエチレングリコールジメチルエーテルの含有量が、前記ジエ
チレングリコールエチルメチルエーテルの含有量を１００重量％とした場合に、１０重量
ｐｐｍ以下であることを特徴とする樹脂組成物。
【請求項２】
　前記樹脂組成物全体における、前記ジエチレングリコールジメチルエーテルの含有量が
、１０重量ｐｐｍ以下である請求項１に記載の樹脂組成物。
【請求項３】
　前記架橋剤（Ｂ）が、エポキシ化合物である請求項１または２に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　フェノール系酸化防止剤をさらに含有する請求項１～３のいずれかに記載の樹脂組成物
。
【請求項５】
　感放射線化合物をさらに含有する請求項１～４のいずれかに記載の樹脂組成物。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の樹脂組成物を用いて得られる樹脂膜。
【請求項７】
　請求項６に記載の樹脂膜を備える電子部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂組成物、ならびに、この樹脂組成物を用いて得られる樹脂膜及び電子部
品に関し、さらに詳しくは、ＩＴＯ電極などの電極を形成した際に抵抗値の低い電極を形
成でき、しかも、透明性に優れた樹脂膜を与えることのできる樹脂組成物、ならびに、こ
の樹脂組成物を用いて得られる樹脂膜及び電子部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　表示素子、集積回路素子、固体撮像素子、カラーフィルタ、薄膜トランジスタ及びブラ
ックマトリックス等の電子部品には、その劣化や損傷を防止するための保護膜、素子や配
線を有する基板の、素子や配線に由来する凹凸を平坦化するための平坦化膜、及び電気絶
縁性を保つための電気絶縁膜等として種々の樹脂膜が設けられている。薄膜トランジスタ
型液晶表示素子や集積回路素子等の素子には、層状に配置される複数の配線の間を絶縁す
るために層間絶縁膜としての樹脂膜が設けられている。また、有機ＥＬ素子は、発光体部
の構成として、陽極／正孔注入輸送層／有機発光層／電子注入層／陰極を含む構成が一般
的であり、この発光体部の周囲には、他の素子や配線と電気的に絶縁するため、画素分離
膜（画素定義膜、素子分離膜ともいう）が設けられており、トランジスタ等のアクティブ
素子と陽極との間には、平坦化膜が設けられている。さらに、タッチパネル構造を備えた
表示装置には、一対の電極間に、これらを電気的に絶縁するための層間絶縁膜としての樹
脂膜が設けられている。従来、これらの樹脂膜を形成するための材料としては、種々の樹
脂組成物が使用されている。
【０００３】
　従来、これらの樹脂膜を形成するための樹脂材料としては、エポキシ樹脂等の熱硬化性
樹脂材料が汎用されていた。近年においては、配線やデバイスの高密度化に伴い、これら
の樹脂材料にも、微細なパターニングが可能であり、低誘電性等の電気特性に優れた新し
い樹脂材料の開発が求められている。
【０００４】
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　これらの要求に対応するため、たとえば、特許文献１では、プロトン性極性基を有する
環状オレフィン重合体と、エポキシ基を有する架橋剤と、トリアジン環構造またはグリコ
ールウリル構造を有し、かつイミノ基、メチロール基及びアルコキシブチル基からなる群
より選ばれる１種以上の官能基を有する架橋剤と、感放射線化合物とを含有する樹脂組成
物が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１０－２２４５３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　一方で、近年においては、このような樹脂組成物を用いて得られる絶縁性樹脂膜の表面
にＩＴＯ電極などの電極を形成した場合に、ＩＴＯ電極の形成性を上げて、これによりＩ
ＴＯ電極などの電極の抵抗値を下げることや、絶縁性樹脂膜としての透明性をさらに高め
ることが求められている。
　このような要求に対し、本発明の目的は、ＩＴＯ電極などの電極を形成した際に抵抗値
の低い電極を形成でき、しかも、透明性に優れた樹脂膜を与えることのできる樹脂組成物
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者等は、上記目的を達成するために、プロトン性極性基を有する環状オレフィン
重合体、架橋剤、および有機溶媒としてのジエチレングリコールエチルメチルエーテルを
含有する樹脂組成物について検討を行ったところ、その検討の中で、有機溶媒としてのジ
エチレングリコールエチルメチルエーテルに含まれる低沸点成分、具体的には、ジエチレ
ングリコールジメチルエーテルに着目し、検討を重ねたところ、このような低沸点成分と
してのジエチレングリコールジメチルエーテルの含有量を、特定の割合まで低減させるこ
とにより、透明性に優れ、しかも、ＩＴＯ電極などの電極を形成した際における抵抗値を
低くすることのできる樹脂膜を得ることができることを見出し、本発明を完成するに至っ
た。
【０００８】
　すなわち、本発明によれば、
〔１〕プロトン性極性基を有する環状オレフィン重合体（Ａ）、架橋剤（Ｂ）、および有
機溶媒（Ｃ）を含有する樹脂組成物であって、前記有機溶媒（Ｃ）が、ジエチレングリコ
ールエチルメチルエーテルを含有し、前記有機溶媒（Ｃ）中に含まれるジエチレングリコ
ールジメチルエーテルの含有量が、前記ジエチレングリコールエチルメチルエーテルの含
有量を１００重量％とした場合に、１０重量ｐｐｍ以下であることを特徴とする樹脂組成
物、
〔２〕前記樹脂組成物全体における、前記ジエチレングリコールジメチルエーテルの含有
量が、１０重量ｐｐｍ以下である前記〔１〕に記載の樹脂組成物、
〔３〕前記架橋剤（Ｂ）が、エポキシ化合物である前記〔１〕または〔２〕に記載の樹脂
組成物、
〔４〕フェノール系酸化防止剤をさらに含有する前記〔１〕～〔３〕のいずれかに記載の
樹脂組成物、
〔５〕感放射線化合物をさらに含有する前記〔１〕～〔４〕のいずれかに記載の樹脂組成
物、
〔６〕前記〔１〕～〔５〕のいずれかに記載の樹脂組成物を用いて得られる樹脂膜、なら
びに、
〔７〕前記〔６〕に記載の樹脂膜を備える電子部品、
が提供される。
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【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、ＩＴＯ電極などの電極を形成した際に抵抗値の低い電極を形成でき、
しかも、透明性に優れた樹脂膜を与えることのできる樹脂組成物、このような樹脂組成物
を用いて得られる樹脂膜、及びこのような樹脂膜を備える電子部品を提供することができ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明の樹脂組成物は、プロトン性極性基を有する環状オレフィン重合体（Ａ）、架橋
剤（Ｂ）、および有機溶媒（Ｃ）を含有する樹脂組成物であって、
　前記有機溶媒（Ｃ）が、ジエチレングリコールエチルメチルエーテルを含有し、前記有
機溶媒（Ｃ）中に含まれるジエチレングリコールジメチルエーテルの含有量が、前記ジエ
チレングリコールエチルメチルエーテルの含有量を１００重量％とした場合に、１０重量
ｐｐｍ以下であることを特徴とするものである。
【００１１】
（プロトン性極性基を有する環状オレフィン重合体（Ａ））
　本発明で用いるプロトン性極性基を有する環状オレフィン重合体（Ａ）（以下、単に「
環状オレフィン重合体（Ａ）」とする。）は、１または２以上の環状オレフィン単量体の
重合体、または、１または２以上の環状オレフィン単量体と、これと共重合可能な単量体
との共重合体が挙げられるが、本発明においては、環状オレフィン重合体（Ａ）を形成す
るための単量体として、少なくともプロトン性極性基を有する環状オレフィン単量体（ａ
）を用いることが好ましい。
【００１２】
　ここで、プロトン性極性基とは、周期律表第１５族又は第１６族に属する原子に水素原
子が直接結合している原子を含む基をいう。周期律表第１５族または第１６族に属する原
子のなかでも、周期律表第１５族または第１６族の第１または第２周期に属する原子が好
ましく、より好ましくは酸素原子、窒素原子又は硫黄原子であり、特に好ましくは酸素原
子である。
【００１３】
　このようなプロトン性極性基の具体例としては、水酸基、カルボキシ基（ヒドロキシカ
ルボニル基）、スルホン酸基、リン酸基等の酸素原子を有する極性基；第一級アミノ基、
第二級アミノ基、第一級アミド基、第二級アミド基（イミド基）等の窒素原子を有する極
性基；チオール基等の硫黄原子を有する極性基；等が挙げられる。これらの中でも、酸素
原子を有するものが好ましく、より好ましくはカルボキシ基である。
　本発明において、プロトン性極性基を有する環状オレフィン樹脂に結合しているプロト
ン性極性基の数に特に限定はなく、また、相異なる種類のプロトン性極性基が含まれてい
てもよい。
【００１４】
　プロトン性極性基を有する環状オレフィン単量体（ａ）（以下、適宜、「単量体（ａ）
」という。）の具体例としては、２－ヒドロキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプ
ト－５－エン、２－メチル－２－ヒドロキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－
５－エン、２－カルボキシメチル－２－ヒドロキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘ
プト－５－エン、２，３－ジヒドロキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－
エン、２－ヒドロキシカルボニル－３－ヒドロキシカルボニルメチルビシクロ［２．２．
１］ヘプト－５－エン、３－メチル－２－ヒドロキシカルボニルビシクロ［２．２．１］
ヘプト－５－エン、３－ヒドロキシメチル－２－ヒドロキシカルボニルビシクロ［２．２
．１］ヘプト－５－エン、２－ヒドロキシカルボニルトリシクロ［５．２．１．０２，６

］デカ－３，８－ジエン、４－ヒドロキシカルボニルテトラシクロ［６．２．１．１３，

６．０２，７］ドデカ－９－エン、４－メチル－４－ヒドロキシカルボニルテトラシクロ
［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、４，５－ジヒドロキシカルボニ
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ルテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、４－カルボキシ
メチル－４－ヒドロキシカルボニルテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ド
デカ－９－エン、Ｎ－（ヒドロキシカルボニルメチル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－
５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（ヒドロキシカルボニルエチル）ビシクロ
［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（ヒドロキシカル
ボニルペンチル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミ
ド、Ｎ－（ジヒドロキシカルボニルエチル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－
２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（ジヒドロキシカルボニルプロピル）ビシクロ［２．
２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（ヒドロキシカルボニル
フェネチル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、
Ｎ－（ヒドロキシカルボニルフェネチル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２
，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（２－（４－ヒドロキシフェニル）－１－（ヒドロキシ
カルボニル）エチル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシ
イミド、Ｎ－（ヒドロキシカルボニルフェニル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エ
ン－２，３－ジカルボキシイミド等のカルボキシ基含有環状オレフィン；２－（４－ヒド
ロキシフェニル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、２－メチル－２－（４－ヒ
ドロキシフェニル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、４－（４－ヒドロキシフ
ェニル）テトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、４－メチ
ル－４－（４－ヒドロキシフェニル）テトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］
ドデカ－９－エン、２－ヒドロキシビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、２－ヒド
ロキシメチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、２－ヒドロキシエチルビシクロ
［２．２．１］ヘプト－５－エン、２－メチル－２－ヒドロキシメチルビシクロ［２．２
．１］ヘプト－５－エン、２，３－ジヒドロキシメチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－
５－エン、２－（ヒドロキシエトキシカルボニル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－
エン、２－メチル－２－（ヒドロキシエトキシカルボニル）ビシクロ［２．２．１］ヘプ
ト－５－エン、２－（１－ヒドロキシ－１－トリフルオロメチル－２，２，２－トリフル
オロエチル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、２－（２－ヒドロキシ－２－ト
リフルオロメチル－３，３，３－トリフルオロプロピル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト
－５－エン、３－ヒドロキシトリシクロ［５．２．１．０２，６］デカ－４，８－ジエン
、３－ヒドロキシメチルトリシクロ［５．２．１．０２，６］デカ－４，８－ジエン、４
－ヒドロキシテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、４－
ヒドロキシメチルテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、
４，５－ジヒドロキシメチルテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－
９－エン、４－（ヒドロキシエトキシカルボニル）テトラシクロ［６．２．１．１３，６

．０２，７］ドデカ－９－エン、４－メチル－４－（ヒドロキシエトキシカルボニル）テ
トラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、Ｎ－（ヒドロキシエ
チル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（
ヒドロキシフェニル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシ
イミド、等の水酸基含有環状オレフィン等が挙げられる。これらのなかでも、得られる絶
縁膜の密着性が高くなるという点より、カルボキシ基含有環状オレフィンが好ましく、４
－ヒドロキシカルボニルテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－
エンが特に好ましい。これら単量体（ａ）は、それぞれ単独で用いてもよく、２種以上を
組み合わせて用いてもよい。
【００１５】
　環状オレフィン重合体（Ａ）中における、単量体（ａ）の単位の含有割合は、全単量体
単位に対して、好ましくは１０～９０モル％であり、より好ましくは２０～８０モル％、
さらに好ましくは３０～７０モル％である。単量体（ａ）の単位の含有割合を上記範囲と
することにより、環状オレフィン重合体（Ａ）の有機溶媒への溶解性を十分なものとしな
がら、樹脂膜とした場合における強度および絶縁性を良好なものとすることができる。
【００１６】
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　また、本発明で用いる環状オレフィン重合体（Ａ）は、プロトン性極性基を有する環状
オレフィン単量体（ａ）と、これと共重合可能な単量体（ｂ）とを共重合して得られる共
重合体であってもよい。このような共重合可能な単量体としては、プロトン性極性基以外
の極性基を有する環状オレフィン単量体（ｂ１）、極性基を持たない環状オレフィン単量
体（ｂ２）、および環状オレフィン以外の単量体（ｂ３）（以下、適宜、「単量体（ｂ１
）」、「単量体（ｂ２）」、「単量体（ｂ３）」という。）が挙げられる。
【００１７】
　プロトン性極性基以外の極性基を有する環状オレフィン単量体（ｂ１）としては、たと
えば、Ｎ－置換イミド基、エステル基、シアノ基またはハロゲン原子を有する環状オレフ
ィンが挙げられる。
【００１８】
　Ｎ－置換イミド基を有する環状オレフィンとしては、たとえば、下記一般式（１）で表
される単量体、または下記一般式（２）で表される単量体が挙げられる。
【化１】

（上記一般式（１）中、Ｒ１は水素原子もしくは炭素数１～１６のアルキル基またはアリ
ール基を表す。ｎは１ないし２の整数を表す。）
【化２】

（上記一般式（２）中、Ｒ２は炭素数１～３の２価のアルキレン基、Ｒ３は、炭素数１～
１０の１価のアルキル基、または、炭素数１～１０の１価のハロゲン化アルキル基を表す
。）
【００１９】
　上記一般式（１）中において、Ｒ１は炭素数１～１６のアルキル基又はアリール基であ
り、アルキル基の具体例としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基
、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ｎ－ノニル基、
ｎ－デシル基、ｎ－ウンデシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－トリデシル基、ｎ－テトラデシ
ル基、ｎ－ペンタデシル基、ｎ－ヘキサデシル基等の直鎖アルキル基；シクロプロピル基
、シクロブチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロヘプチル基、シクロオ
クチル基、シクロノニル基、シクロデシル基、シクロウンデシル基、シクロドデシル基、
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ノルボルニル基、ボルニル基、イソボルニル基、デカヒドロナフチル基、トリシクロデカ
ニル基、アダマンチル基等の環状アルキル基；２－プロピル基、２－ブチル基、２－メチ
ル－１－プロピル基、２－メチル－２－プロピル基、１－メチルブチル基、２－メチルブ
チル基、１－メチルペンチル基、１－エチルブチル基、２－メチルヘキシル基、２－エチ
ルヘキシル基、４－メチルヘプチル基、１－メチルノニル基、１－メチルトリデシル基、
１－メチルテトラデシル基などの分岐状アルキル基；などが挙げられる。また、アリール
基の具体例としては、ベンジル基などが挙げられる。これらの中でも、耐熱性および極性
溶剤への溶解性により優れることから、炭素数６～１４のアルキル基およびアリール基が
好ましく、炭素数６～１０のアルキル基およびアリール基がより好ましい。炭素数が４以
下であると極性溶剤への溶解性に劣り、炭素数が１７以上であると耐熱性に劣るという問
題がある。
【００２０】
　上記一般式（１）で表される単量体の具体例としては、ビシクロ［２．２．１］ヘプト
－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－フェニル－ビシクロ［２．２．１］ヘプ
ト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－メチルビシクロ［２．２．１］ヘプト
－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－エチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－
５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－プロピルビシクロ［２．２．１］ヘプト－
５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－ブチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５
－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－シクロヘキシルビシクロ［２．２．１］ヘプ
ト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－シクロヘキシルビシクロ［２．２．１
］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－アダマンチルビシクロ［２．２
．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－メチルブチル）－ビ
シクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（２－メチ
ルブチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、
Ｎ－（１－メチルペンチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカ
ルボキシイミド、Ｎ－（２－メチルペンチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エ
ン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－エチルブチル）－ビシクロ［２．２．１］
ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（２－エチルブチル）－ビシクロ
［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－メチルヘキ
シル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－
（２－メチルヘキシル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボ
キシイミド、Ｎ－（３－メチルヘキシル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－
２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－ブチルペンチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘ
プト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（２－ブチルペンチル）－ビシクロ
［２．２．１］ヘプト－５－エン－２,３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－メチルヘプ
チル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－
（２－メチルヘプチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボ
キシイミド、Ｎ－（３－メチルヘプチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－
２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（４－メチルヘプチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘ
プト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－エチルヘキシル）－ビシクロ
［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（２－エチルヘキ
シル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－
（３－エチルヘキシル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボ
キシイミド、Ｎ－（１－プロピルペンチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン
－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（２－プロピルペンチル）－ビシクロ［２．２．１
］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－メチルオクチル）－ビシ
クロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（２－メチル
オクチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、
Ｎ－（３－メチルオクチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカ
ルボキシイミド、Ｎ－（４－メチルオクチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エ
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ン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－エチルヘプチル）－ビシクロ［２．２．１
］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（２－エチルヘプチル）－ビシ
クロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（３－エチル
ヘプチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、
Ｎ－（４－エチルヘプチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカ
ルボキシイミド、Ｎ－（１－プロピルヘキシル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－
エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（２－プロピルヘキシル）－ビシクロ［２．２
．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（３－プロピルヘキシル）
－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－
メチルノニル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミ
ド、Ｎ－（２－メチルノニル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジ
カルボキシイミド、Ｎ－（３－メチルノニル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エ
ン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（４－メチルノニル）－ビシクロ［２．２．１］
ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（５－メチルノニル）－ビシクロ
［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－エチルオク
チル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－
（２－エチルオクチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボ
キシイミド、Ｎ－（３－エチルオクチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－
２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（４－エチルオクチル）－ビシクロ［２．２．１］ヘ
プト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－メチルデシル）－ビシクロ［
２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－メチルドデシ
ル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（
１－メチルウンデシル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボ
キシイミド、Ｎ－（１－メチルドデシル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－
２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－メチルトリデシル）－ビシクロ［２．２．１］
ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－メチルテトラデシル）－ビ
シクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１－メチ
ルペンタデシル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシイ
ミド、Ｎ－フェニル－テトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エ
ン－４，５－ジカルボキシイミド、Ｎ－（２，４－ジメトキシフェニル）－テトラシクロ
［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン－４，５－ジカルボキシイミド等
が挙げられる。なお、これらはそれぞれ単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用
いてもよい。
【００２１】
　一方、上記一般式（２）において、Ｒ２は炭素数１～３の２価のアルキレン基であり、
炭素数１～３の２価のアルキレン基としては、メチレン基、エチレン基、プロピレン基お
よびイソプロピレン基が挙げられる。これらの中でも、重合活性が良好であるため、メチ
レン基およびエチレン基が好ましい。
【００２２】
　また、上記一般式（２）において、Ｒ３は、炭素数１～１０の１価のアルキル基、また
は、炭素数１～１０の１価のハロゲン化アルキル基である。炭素数１～１０の１価のアル
キル基としては、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基
、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ヘキシル基およびシクロヘキシル基などが挙
げられる。炭素数１～１０の１価のハロゲン化アルキル基としては、例えば、フルオロメ
チル基、クロロメチル基、ブロモメチル基、ジフルオロメチル基、ジクロロメチル基、ジ
フルオロメチル基、トリフルオロメチル基、トリクロロメチル基、２，２，２－トリフル
オロエチル基、ペンタフルオロエチル基、ヘプタフルオロプロピル基、パーフルオロブチ
ル基およびパーフルオロペンチル基などが挙げられる。これら中でも、極性溶剤への溶解
性に優れるため、Ｒ３としては、メチル基およびエチル基が好ましい。
【００２３】
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　なお、上記一般式（１）、（２）で表される単量体は、たとえば、対応するアミンと、
５－ノルボルネン－２，３－ジカルボン酸無水物とのアミド化反応により得ることができ
る。また、得られた単量体は、アミド化反応の反応液を公知の方法で分離・精製すること
により効率よく単離できる。
【００２４】
　エステル基を有する環状オレフィンとしては、例えば、２－アセトキシビシクロ［２．
２．１］ヘプト－５－エン、２－アセトキシメチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－
エン、２－メトキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、２－エトキシ
カルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、２－プロポキシカルボニルビシク
ロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、２－ブトキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘ
プト－５－エン、２－シクロヘキシルオキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－
５－エン、２－メチル－２－メトキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エ
ン、２－メチル－２－エトキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、２
－メチル－２－プロポキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、２－メ
チル－２－ブトキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、２－メチル－
２－シクロヘキシルオキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、２－（
２，２，２－トリフルオロエトキシカルボニル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エ
ン、２－メチル－２－（２，２，２－トリフルオロエトキシカルボニル）ビシクロ［２．
２．１］ヘプト－５－エン、２－メトキシカルボニルトリシクロ［５．２．１．０２，６

］デカ－８－エン、２－エトキシカルボニルトリシクロ［５．２．１．０２，６］デカ－
８－エン、２－プロポキシカルボニルトリシクロ［５．２．１．０２，６］デカ－８－エ
ン、４－アセトキシテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン
、４－メトキシカルボニルテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９
－エン、４－エトキシカルボニルテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデ
カ－９－エン、４－プロポキシカルボニルテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，

７］ドデカ－９－エン、４－ブトキシカルボニルテトラシクロ［６．２．１．１３，６．
０２，７］ドデカ－９－エン、４－メチル－４－メトキシカルボニルテトラシクロ［６．
２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、４－メチル－４－エトキシカルボニル
テトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、４－メチル－４－
プロポキシカルボニルテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エ
ン、４－メチル－４－ブトキシカルボニルテトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，

７］ドデカ－９－エン、４－（２，２，２－トリフルオロエトキシカルボニル）テトラシ
クロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、４－メチル－４－（２，２
，２－トリフルオロエトキシカルボニル）テトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，

７］ドデカ－９－エン等が挙げられる。
【００２５】
　シアノ基を有する環状オレフィンとしては、例えば、４－シアノテトラシクロ［６．２
．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、４－メチル－４－シアノテトラシクロ［
６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、４，５－ジシアノテトラシクロ［
６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、２－シアノビシクロ［２．２．１
］ヘプト－５－エン、２－メチル－２－シアノビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン
、２，３－ジシアノビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、等が挙げられる。
【００２６】
　酸無水物基を有する環状オレフィンとしては、例えば、テトラシクロ［６．２．１．１
３，６．０２，７］ドデカ－９－エン－４，５－ジカルボン酸無水物、ビシクロ［２．２
．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボン酸無水物、２－カルボキシメチル－２－ヒ
ドロキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン無水物、等が挙げられる。
【００２７】
　ハロゲン原子を有する環状オレフィンとしては、例えば、２－クロロビシクロ［２．２
．１］ヘプト－５－エン、２－クロロメチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、
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２－（クロロフェニル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン、４－クロロテトラシ
クロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン、４－メチル－４－クロロテ
トラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン等が挙げられる。
【００２８】
　これら単量体（ｂ１）は、それぞれ単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用い
てもよい。
【００２９】
　極性基を持たない環状オレフィン単量体（ｂ２）としては、ビシクロ［２．２．１］ヘ
プト－２－エン（「ノルボルネン」ともいう。）、５－エチル－ビシクロ［２．２．１］
ヘプト－２－エン、５－ブチル－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－エチリ
デン－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－メチリデン－ビシクロ［２．２．
１］ヘプト－２－エン、５－ビニル－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、トリシ
クロ［５．２．１．０２，６］デカ－３，８－ジエン（慣用名：ジシクロペンタジエン）
、テトラシクロ［１０．２．１．０２，１１．０４，９］ペンタデカ－４，６，８，１３
－テトラエン、テトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－４－エン（「
テトラシクロドデセン」ともいう。）、９－メチル－テトラシクロ［６．２．１．１３，

６．０２，７］ドデカ－４－エン、９－エチル－テトラシクロ［６．２．１．１３，６．
０２，７］ドデカ－４－エン、９－メチリデン－テトラシクロ［６．２．１．１３，６．
０２，７］ドデカ－４－エン、９－エチリデン－テトラシクロ［６．２．１．１３，６．
０２，７］ドデカ－４－エン、９－ビニル－テトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２

，７］ドデカ－４－エン、９－プロペニル－テトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２

，７］ドデカ－４－エン、ペンタシクロ［９．２．１．１３，９．０２，１０．０４，８

］ペンタデカ－５，１２－ジエン、シクロブテン、シクロペンテン、シクロペンタジエン
、シクロヘキセン、シクロヘプテン、シクロオクテン、シクロオクタジエン、インデン、
３ａ，５，６，７ａ－テトラヒドロ－４，７－メタノ－１Ｈ－インデン、９－フェニル－
テトラシクロ［６．２．１．１３，６．０２，７］ドデカ－４－エン、テトラシクロ［９
．２．１．０２，１０．０３，８］テトラデカ－３，５，７，１２－テトラエン、ペンタ
シクロ［９．２．１．１３，９．０２，１０．０４，８］ペンタデカ－１２－エン等が挙
げられる。
　これら単量体（ｂ２）は、それぞれ単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用い
てもよい。
【００３０】
　環状オレフィン以外の単量体（ｂ３）の具体例としては、エチレン；プロピレン、１－
ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、３－メチル－１－ブテン、３－メチル－１－ペン
テン、３－エチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ヘキセ
ン、４，４－ジメチル－１－ヘキセン、４，４－ジメチル－１－ペンテン、４－エチル－
１－ヘキセン、３－エチル－１－ヘキセン、１－オクテン、１－デセン、１－ドデセン、
１－テトラデセン、１－ヘキサデセン、１－オクタデセン、１－エイコセン等の炭素数２
～２０のα－オレフィン；１，５－ヘキサジエン、１，４－ヘキサジエン、４－メチル－
１，４－ヘキサジエン、５－メチル－１，４－ヘキサジエン、１，７－オクタジエン等の
非共役ジエン、およびこれらの誘導体；等が挙げられる。これらの中でも、α－オレフィ
ン、特にエチレンが好ましい。
　これら単量体（ｂ３）は、それぞれ単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用い
てもよい。
【００３１】
　これら単量体（ｂ１）～（ｂ３）のなかでも、本発明の効果がより一層顕著となるとい
う観点より、プロトン性極性基以外の極性基を有する環状オレフィン単量体（ｂ１）が好
ましく、Ｎ－置換イミド基を有する環状オレフィンが特に好ましい。
【００３２】
　環状オレフィン重合体（Ａ）中における、共重合可能な単量体（ｂ）の単位の含有割合
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は、全単量体単位に対して、好ましくは１０～９０モル％、より好ましくは２０～８０モ
ル％、さらに好ましくは３０～７０モル％である。共重合可能な単量体（ｂ）の単位の含
有割合を上記範囲とすることで、環状オレフィン重合体（Ａ）の有機溶媒への溶解性を十
分なものとしながら、樹脂膜とした場合における強度および絶縁性を良好なものとするこ
とができる。
【００３３】
　なお、本発明においては、プロトン性極性基を有しない環状オレフィン系重合体に、公
知の変性剤を利用してプロトン性極性基を導入することで、環状オレフィン重合体（Ａ）
としてもよい。
　プロトン性極性基を有しない重合体は、上述した単量体（ｂ１）および（ｂ２）のうち
少なくとも一種と、必要に応じて単量体（ｂ３）とを任意に組み合わせて重合することに
よって得ることができる。
【００３４】
　プロトン性極性基を導入するための変性剤としては、通常、一分子内にプロトン性極性
基と反応性の炭素－炭素不飽和結合とを有する化合物が用いられる。
　このような化合物の具体例としては、アクリル酸、メタクリル酸、アンゲリカ酸、チグ
リン酸、オレイン酸、エライジン酸、エルカ酸、ブラシジン酸、マレイン酸、フマル酸、
シトラコン酸、メサコン酸、イタコン酸、アトロパ酸、ケイ皮酸等の不飽和カルボン酸；
アリルアルコール、メチルビニルメタノール、クロチルアルコール、メタリルアルコール
、１－フェニルエテン－１－オール、２－プロペン－１－オール、３－ブテン－１－オー
ル、３－ブテン－２－オール、３－メチル－３－ブテン－１－オール、３－メチル－２－
ブテン－１－オール、２－メチル－３－ブテン－２－オール、２－メチル－３－ブテン－
１－オール、４－ペンテン－１－オール、４－メチル－４－ぺンテン－１－オール、２－
ヘキセン－１－オール等の不飽和アルコール；等が挙げられる。
　これら変性剤を用いた重合体の変性反応は、常法に従えばよく、通常、ラジカル発生剤
の存在下で行われる。
【００３５】
　なお、本発明で用いる環状オレフィン重合体（Ａ）は、上述した単量体を開環重合させ
た開環重合体であってもよいし、あるいは、上述した単量体を付加重合させた付加重合体
であってもよいが、本発明の効果がより一層顕著になるという点より、開環重合体である
ことが好ましい。
【００３６】
　開環重合体は、プロトン性極性基を有する環状オレフィン単量体（ａ）および必要に応
じて用いられる共重合可能な単量体（ｂ）を、メタセシス反応触媒の存在下に開環メタセ
シス重合することにより製造することができる。製造方法としては、たとえば、国際公開
第２０１０／１１０３２３号の［００３９］～［００７９］に記載されている方法等を用
いることができる。一方、付加重合体は、プロトン性極性基を有する環状オレフィン単量
体（ａ）及び必要に応じて用いられる共重合可能な単量体（ｂ）を、公知の付加重合触媒
、例えば、チタン、ジルコニウム又はバナジウム化合物と有機アルミニウム化合物とから
なる触媒を用いて重合させて得ることができる。
【００３７】
　本発明で用いる環状オレフィン重合体（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ）は、通常、１，
０００～１，０００，０００、好ましくは１，５００～１００，０００、より好ましくは
２，０００～１０，０００の範囲である。
　また、環状オレフィン重合体（Ａ）の分子量分布は、重量平均分子量／数平均分子量（
Ｍｗ／Ｍｎ）比で、通常、４以下、好ましくは３以下、より好ましくは２．５以下である
。なお、環状オレフィン重合体（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ）や分子量分布（Ｍｗ／Ｍ
ｎ）は、テトラヒドロフラン等の溶媒を溶離液としたゲル・パーミエーション・クロマト
グラフィー（ＧＰＣ）により、ポリスチレン換算値として求められる値である。
【００３８】
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（架橋剤（Ｂ））
　本発明の樹脂組成物は、上述した環状オレフィン重合体（Ａ）に加えて、架橋剤（Ｂ）
をさらに含有する。
【００３９】
　架橋剤（Ｂ）としては、環状オレフィン重合体（Ａ）のプロトン性極性基と反応し得る
官能基を、分子内に２つ以上有するものが好ましく用いられる。架橋剤（Ｂ）の有する官
能基は、環状オレフィン重合体（Ａ）のプロトン性極性基と反応し得るものであれば、特
に限定されないが、例えば、アミノ基、水酸基、エポキシ基、イソシアネート基等が挙げ
られ、より好ましくはアミノ基、エポキシ基及びイソシアネート基であり、さらに好まし
くは、アミノ基及びエポキシ基である。
【００４０】
　架橋剤（Ｂ）の具体例としては、ヘキサメチレンジアミン等の脂肪族ポリアミン類；４
，４’－ジアミノジフェニルエーテル、ジアミノジフェニルスルフォン等の芳香族ポリア
ミン類；２，６－ビス（４’－アジドベンザル）シクロヘキサノン、４，４’－ジアジド
ジフェニルスルフォン等のアジド類；ナイロン、ポリヘキサメチレンジアミンテレフタル
アミド、ポリヘキサメチレンイソフタルアミド等のポリアミド類；Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，
Ｎ''，Ｎ''－（ヘキサアルコキシメチル）メラミン等のメラミン構造を有する化合物；Ｎ
，Ｎ’，Ｎ''，Ｎ'''－（テトラアルコキシメチル）グリコールウリル等のグリコールウ
リル類；エチレングリコールジ（メタ）アクリレート等のアクリレート化合物；ヘキサメ
チレンジイソシアネート系ポリイソシアネート、イソホロンジイソシアネート系ポリイソ
シアネート、トリレンジイソシアネート系ポリイソシアネート、水添ジフェニルメタンジ
イソシアネート等のイソシアネート系化合物；１，４－ジ－（ヒドロキシメチル）シクロ
ヘキサン、１，４－ジ－（ヒドロキシメチル）ノルボルナン；１，３，４－トリヒドロキ
シシクロヘキサン；ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂
、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、ポリフ
ェノール型エポキシ樹脂、環状脂肪族エポキシ樹脂、脂肪族グリシジルエーテル、エポキ
シアクリレート重合体等のエポキシ化合物；を挙げることができる。
【００４１】
　イソシアネート系化合物の具体例としては、住友バイエルウレタン社製のデスモジュー
ルシリーズ（デスモジュールＢＬ３３７０、デスモジュールＶＰＬＳ２２５３）やクレラ
ンシリーズ（クレランＶ１、クレランＶＰＬＳ２２５６）、三井武田ケミカル社製のタケ
ネートシリーズ（Ｂ－８１５Ｎ、Ｂ－８８２Ｎ、Ｂ－８７４Ｎ）、日本ポリウレタン社製
のコロネートシリーズ（コロネートＬ）等が挙げられる。
【００４２】
　メラミン構造を有する化合物の具体例としては、「サイメル３００」、「サイメル３０
１」、「サイメル３０３」、「サイメル３５０」、「サイメル１１２３」、「サイメル３
７０」、「サイメル７７１」、「サイメル２７２」、「マイコート１０２」、「サイメル
３２５」、「サイメル３２７」、「サイメル７０３」、「サイメル７１２」、「マイコー
ト１０５」、「マイコート１０６」、「サイメル２６６」、「サイメル２６７」、「サイ
メル２８５」、「サイメル２３２」、「サイメル２３５」、「サイメル２３６」、「サイ
メル２３８」、「マイコート５０６」、「サイメル７０１」、「サイメル２７２」、「サ
イメル２１２」、「サイメル２５３」、「サイメル２５４」、「マイコート５０８」、「
サイメル１１２８」、「マイコート１３０」、「サイメル２０２」、「サイメル２０７」
（以上、サイテックインダストリーズ社製）、「ニカラックＭＷ－３０ＨＭ」、「ニカラ
ックＭＷ３９０」、「ニカラックＭＸ－７５０」、「ニカラックＭＸ－７５０ＬＭ」、「
ニカラックＭＸ－７０６」（以上、三和ケミカル社製）等が挙げられる。
【００４３】
　グリコールウリル類の具体例としては、「サイメル１１７０」、「サイメル１１７２」
（以上、サイテックインダストリーズ社製）、「ニカラックＭＸ－２７０」（以上、三和
ケミカル社製）等が挙げられる。
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【００４４】
　エポキシ化合物の具体例としては、ジシクロペンタジエンを骨格とする３官能性のエポ
キシ化合物（商品名「ＸＤ－１０００」。日本化薬社製）、２，２－ビス（ヒドロキシメ
チル）１－ブタノールの１，２－エポキシ－４－（２－オキシラニル）シクロヘキサン付
加物（シクロヘキサン骨格及び末端エポキシ基を有する１５官能性の脂環式エポキシ樹脂
。商品名「ＥＨＰＥ３１５０」。ダイセル化学工業社製）、エポキシ化３－シクロヘキセ
ン－１，２－ジカルボン酸ビス（３－シクロヘキセニルメチル）修飾ε－カプロラクトン
（脂肪族環状３官能性のエポキシ樹脂。商品名「エポリードＧＴ３０１」。ダイセル化学
工業社製）、エポキシ化ブタンテトラカルボン酸テトラキス（３－シクロヘキセニルメチ
ル）修飾ε－カプロラクトン（脂肪族環状４官能性のエポキシ樹脂。商品名「エポリード
ＧＴ４０１」。ダイセル化学工業社製）、３，４－エポキシシクロヘキシルメチルアクリ
レート（商品名「サイクロマーＡ４００」、ダイセル化学工業社製）、１，２，８，９－
ジエポキシリモネン（商品名「セロキサイド３０００」。ダイセル化学工業社製）、（３
’，４’－エポキシシクロヘキサン）メチル３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシ
レート（商品名「セロキサイド２０２１」。ダイセル化学工業社製）、１，２－エポキシ
－４－ビニルシクロヘキサン（商品名「セロキサイド２０００」。ダイセル化学工業社製
）等の脂環構造を有するエポキシ化合物；
【００４５】
　芳香族アミン型多官能エポキシ化合物（商品名「Ｈ－４３４」、東都化成工業社製）、
クレゾールノボラック型多官能エポキシ化合物（商品名「ＥＯＣＮ－１０２０」、日本化
薬社製）、フェノールノボラック型多官能エポキシ化合物（エピコート１５２、１５４、
ジャパンエポキシレジン社製）、ナフタレン骨格を有する多官能エポキシ化合物（商品名
ＥＸＡ－４７００、大日本インキ化学株式会社製）、鎖状アルキル多官能エポキシ化合物
（商品名「ＳＲ－ＴＭＰ」、坂本薬品工業株式会社製）、多官能エポキシポリブタジエン
（商品名「エポリードＰＢ３６００」、ダイセル化学工業社製）、グリセリンのグリシジ
ルポリエーテル化合物（商品名「ＳＲ－ＧＬＧ」、阪本薬品工業株式会社製）、ジグリセ
リンポリグリシジルエーテル化合物（商品名「ＳＲ－ＤＧＥ」、阪本薬品工業株式会社製
）、ポリグリセリンポリグリシジルエーテル化合物（商品名「ＳＲ－４ＧＬ」、阪本薬品
工業株式会社製）等の脂環構造を有さないエポキシ化合物；を挙げることができる。
【００４６】
　架橋剤（Ｂ）は、それぞれ単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。こ
れらの中でも、メラミン構造を有する化合物及びエポキシ化合物が好ましく、得られる樹
脂膜をより高めることができるという点より、メラミン構造を有する化合物と、エポキシ
化合物とを組み合わせて用いることがより好ましい。メラミン構造を有する化合物と、エ
ポキシ化合物とを組み合わせて用いる場合における、これらの含有割合は、「メラミン構
造を有する化合物：エポキシ化合物」の重量比で、１：３～３：１の範囲であることが好
ましく、１：２～２：１の範囲であることがより好ましい。また、エポキシ化合物として
は、脂環構造を有し、かつ、エポキシ基が３個以上であるエポキシ化合物がより好ましい
。
【００４７】
　架橋剤（Ｂ）の分子量は、特に限定されないが、通常、１００～１００，０００、好ま
しくは５００～５０，０００、より好ましくは１，０００～１０，０００である。
【００４８】
　本発明の樹脂組成物における、架橋剤（Ｂ）の含有量は、環状オレフィン重合体（Ａ）
１００重量部に対して、通常、０．１～２００重量部、好ましくは１～１５０重量部、よ
り好ましくは５～１００重量部である。架橋剤（Ｂ）の含有量がこの範囲にあれば、十分
な耐熱性が得られ、好ましい。
【００４９】
（有機溶媒（Ｃ））
　本発明の樹脂組成物は、上述した環状オレフィン重合体（Ａ）及び架橋剤（Ｂ）に加え
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て、有機溶媒（Ｃ）をさらに含有する。
【００５０】
　本発明の樹脂組成物において、有機溶媒（Ｃ）は、本発明の樹脂組成物を塗布し、樹脂
膜を形成する際における、樹脂組成物の粘度及び形成する樹脂膜の厚みを調整するために
用いられ、有機溶媒（Ｃ）は、樹脂膜を形成した後、通常、乾燥により、さらにはその後
の焼成により除去されることとなる。
【００５１】
　本発明においては、有機溶媒（Ｃ）としては、環状オレフィン重合体（Ａ）を良好に溶
解させることができ、しかも、樹脂膜を形成した後は適切に除去できるという観点より、
ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）を用いる。そして、本発明にお
いては、樹脂組成物中における、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）の
含有量を、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）の含有量を１００重
量％とした場合に、１０重量ｐｐｍ以下に抑えるものである。そして、これにより、樹脂
膜とした場合に、得られる樹脂膜を、ＩＴＯ電極などの電極をその上に形成した際に抵抗
値の低い電極を形成でき、しかも、透明性に優れたものとすることができるものである。
【００５２】
　なお、樹脂組成物を形成するための樹脂として、環状オレフィン重合体（Ａ）を用いる
場合には、これを溶解可能な有機溶媒として、ジエチレングリコールエチルメチルエーテ
ル（ＭＥＤＧ）が好適に用いられるものである。このような状況において、本発明者等は
、樹脂組成物を塗布した後、乾燥により、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（
ＭＥＤＧ）を除去する乾燥過程において、乾燥過程に着目して検討を行った。その結果、
ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）中に、その製造過程において混
入する、不可避成分としての低沸点成分、具体的には、ジエチレングリコールジメチルエ
ーテル（ＤＭＤＧ）が相当量含まれていることに注目したところ、次のようなことを見出
したものである。すなわち、このような相当量のジエチレングリコールジメチルエーテル
（ＤＭＤＧ）が、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）が揮発する前
に、揮発してしまうことで、この揮発の影響により、乾燥後の樹脂膜の表面が不均一にな
ってしまうこと、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）の量を特定の範囲
に抑えることで、乾燥後の樹脂膜の表面を均一なものとすることができること、そして、
これにより、得られる樹脂膜を、ＩＴＯ電極などの電極をその上に形成した際に抵抗値の
低い電極を形成でき、しかも、透明性に優れたものとすることができること、を見出した
ものである。
【００５３】
　特に、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）、及び不可避成分とし
てのジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）は、乾燥により、さらにはその
後の焼成により除去されるため、形成される樹脂膜中には、通常含まれないものである。
　これに対し、本発明者等は、乾燥及び焼成後の樹脂膜中に残存することとなる成分では
なく、樹脂組成物を用いて、樹脂膜を形成する過程において除去されてしまう成分に着目
し、その結果、低沸点成分であるジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）に
よる影響について、上述したような知見を得て、本発明を完成させるに至ったものである
。
【００５４】
　本発明の樹脂組成物中における、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）
の含有量は、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）の含有量を１００
重量％とした場合に、１０重量ｐｐｍ以下であり、好ましくは９重量ｐｐｍ以下、より好
ましくは８重量ｐｐｍ以下、さらに好ましくは６重量ｐｐｍ以下であり、下限は、特に限
定されないが、０．０１重量ｐｐｍ以上である。また、本発明の樹脂組成物全体に対する
、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量は、好ましくは１０重量
ｐｐｍ以下であり、より好ましくは９重量ｐｐｍ以下、さらに好ましくは８重量ｐｐｍ以
下、さらに好ましくは６重量ｐｐｍ以下であり、下限は、特に限定されないが、０．０１
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重量ｐｐｍ以上である。
【００５５】
　なお、本発明において、有機溶媒（Ｃ）として、ジエチレングリコールエチルメチルエ
ーテル（ＭＥＤＧ）を用いるものであり、そのため、上述したように、不可避成分として
、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）が含まれてしまう。そこで、本発
明においては、例えば、蒸留条件などを適宜調整することにより、ジエチレングリコール
エチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）として、ジエチレングリコールジメチルエーテル（Ｄ
ＭＤＧ）の含有量が上記範囲とされたものを用いるものである。ジエチレングリコールジ
メチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量が多すぎると、得られる樹脂膜上に、ＩＴＯ電極な
どの電極を形成した際における形成性が低下してしまい、形成されるＩＴＯ電極などの電
極の抵抗値が高くなり、さらには樹脂膜自体の透明性も低下してしまうこととなる。
【００５６】
（その他の配合剤）
  また、本発明の樹脂組成物は、本発明の効果が阻害されない範囲であれば、所望により
、酸化防止剤、界面活性剤、酸性基又は熱潜在性酸性基を有する化合物、感放射線化合物
、カップリング剤又はその誘導体、増感剤、光安定剤、消泡剤、顔料、染料、フィラー等
のその他の配合剤；等を含有していてもよい。これらのうち、たとえばカップリング剤又
はその誘導体、増感剤、光安定剤は、特開２０１１－７５６０９号公報に記載されたもの
などを用いることができる。
【００５７】
　酸化防止剤としては、特に限定されないが、例えば、通常の重合体に使用されている、
フェノール系酸化防止剤、リン系酸化防止剤、イオウ系酸化防止剤、アミン系酸化防止剤
、ラクトン系酸化防止剤等が使用できる。酸化防止剤を含有させることにより、得られる
絶縁膜の耐光性、耐熱性を向上させることができる。
【００５８】
　フェノール系酸化防止剤としては、従来公知のものが使用でき、例えば、２－ｔ－ブチ
ル－６－（３－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシ－５－メチルベンジル）－４－メチルフェニ
ルアクリレート、２，４－ジ－ｔ－アミル－６－［１－（３，５－ジ－ｔ－アミル－２－
ヒドロキシフェニル）エチル］フェニルアクリレートなどの特開昭６３－１７９９５３号
公報や特開平１－１６８６４３号公報に記載されているアクリレート系化合物；２，６－
ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェノール、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェノー
ル、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオ
ネート、２，２’－メチレン－ ビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，
４’－ブチリデン－ビス（６－ｔ －ブチル－ｍ－クレゾール）、４，４’－チオビス（
３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、ビス（３－シクロヘキシル－２－ヒドロキシ
－５－メチルフェニル）メタン、３，９－ビス〔２－［３－（３－ｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシ－５－メチルフェニル）プロピオニルオキシ］－１，１－ジメチルエチル〕－２，
４，８，１０－テトラオキサスピロ［５，５］ウンデカン、１，１，３－トリス（２－メ
チル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフェニル）ブタン、ペンタエリズリトール－テト
ラキス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオナー
ト］、トリエチレングリコール  ビス［３－（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メ
チルフェニル）プロピオネート］、トコフェロールなどのアルキル置換フェノール系化合
物；６－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔ－ブチルアニリノ）－２，４－ビス－オクチ
ルチオ－１，３，５－トリアジン、６－（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルアニリノ）
－２，４－ビス－オクチルチオ－１，３，５－トリアジン、６－（４－ヒドロキシ－３－
メチル－５－ｔ－ブチルアニリノ）－２，４－ビス－オクチルチオ－１，３，５－トリア
ジン、２－オクチルチオ－４，６－ビス－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－オキシアニリ
ノ）－１，３，５－トリアジンなどのトリアジン基含有フェノール系化合物；などを用い
ることができる。
【００５９】
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　リン系酸化防止剤としては、一般の樹脂工業で通常使用されているものであれば格別な
制限はなく、例えば、トリフェニルホスファイト、ジフェニルイソデシルホスファイト、
フェニルジイソデシルホスファイト、トリス（ノニルフェニル）ホスファイト、トリス（
ジノニルフェニル）ホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスファ
イト、トリス（２－ｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ホスファイト、トリス（シクロヘ
キシルフェニル）ホスファイト、２，２’－メチレンビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェ
ニル）オクチルホスファイト、９，１０－ジヒドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナ
ントレン－１０－オキサイド、１０ －（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベン
ジル）－９，１０－ジヒドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナントレン－１０－オキ
サイド、１０－デシロキシ－９，１０－ジヒドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナン
トレンなどのモノホスファイト系化合物；４，４’－ブチリデン－ ビス（３－メチル－
６－ｔ－ブチルフェニル－ジ－トリデシルホスファイト）、４，４’－イソプロピリデン
－ビス［フェニル－ジ－アルキル（Ｃ１２ ～Ｃ１５）ホスファイト］、４，４’－イソ
プロピリデン－ビス［ジフェニルモノアルキル（Ｃ１２ ～Ｃ１５）ホスファイト］、１
，１，３－トリス（２－メチル－４－ジ－トリデシルホスファイト－５－ｔ－ブチルフェ
ニル）ブタン、テトラキス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－４，４’－ビフェニレ
ンジホスファイト、サイクリックネオペンタンテトライルビス（オクタデシルホスファイ
ト）、サイクリックネオペンタンテトライルビス（イソデシルホスファイト）、サイクリ
ックネオペンタンテトライルビス（ノニルフェニルホスファイト）、サイクリックネオペ
ンタンテトライルビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニルホスファイト）、サイクリック
ネオペンタンテトライルビス（２，４－ジメチルフェニルホスファイト）、サイクリック
ネオペンタンテトライルビス（２，６－ジ－ｔ－ブチルフェニルホスファイト）などのジ
ホスファイト系化合物などを用いることができる。これらの中でも、モノホスファイト系
化合物が好ましく、トリス（ノニルフェニル）ホスファイト、トリス（ジノニルフェニル
）ホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスファイトなどが特に好
ましい。
【００６０】
　イオウ系酸化防止剤としては、例えば、ジラウリル  ３，３’－チオジプロピオネート
、ジミリスチル  ３，３’－チオジプロピオネート、ジステアリル  ３，３’－チオジプ
ロピオネート、ラウリルステアリル  ３，３’－チオジプロピオネート、ペンタエリスリ
トール－テトラキス－（β－ラウリル－チオ－プロピオネート）、３，９－ビス（２－ド
デシルチオエチル）－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５，５］ウンデカンなど
を用いることができる。
【００６１】
　これらの中でもフェノール系酸化防止剤が好ましく、なかでも、ペンタエリズリトール
－テトラキス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピ
オナート］がより好ましい。
　これらの酸化防止剤は、それぞれ単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることがで
きる。
【００６２】
　本発明の樹脂組成物中における酸化防止剤の含有量は、環状オレフィン重合体（Ａ）１
００重量部に対して、好ましくは０．１～１０重量部であり、より好ましくは１～５重量
部である。酸化防止剤の含有量が上記範囲にあると、得られる樹脂膜の耐光性および耐熱
性を良好なものとすることができる。
【００６３】
　界面活性剤は、ストリエーション（塗布筋あと）の防止等の目的で使用される。界面活
性剤としては、例えば、シリコーン系界面活性剤、フッ素系界面活性剤、ポリオキシアル
キレン系界面活性剤、メタクリル酸共重合体系界面活性剤、アクリル酸共重合体系界面活
性剤などを挙げることができる。
【００６４】
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　シリコーン系界面活性剤としては、例えば、「ＳＨ２８ＰＡ」、「ＳＨ２９ＰＡ」、「
ＳＨ３０ＰＡ」、「ＳＴ８０ＰＡ」、「ＳＴ８３ＰＡ」、「ＳＴ８６ＰＡ」、「ＳＦ８４
１６」、「ＳＨ２０３」、「ＳＨ２３０」、「ＳＦ８４１９」、「ＳＦ８４２２」、「Ｆ
Ｓ１２６５」、「ＳＨ５１０」、「ＳＨ５５０」、「ＳＨ７１０」、「ＳＨ８４００」、
「ＳＦ８４１０」、「ＳＨ８７００」、「ＳＦ８４２７」（以上、東レ・ダウコーニング
株式会社製）、商品名「ＫＰ－３２１」、「ＫＰ－３２３」、「ＫＰ－３２４」、「ＫＰ
－３４０」、「ＫＰ－３４１」（以上、信越化学工業株式会社製）、商品名「ＴＳＦ４０
０」、「ＴＳＦ４０１」、「ＴＳＦ４１０」、「ＴＳＦ４４４０」、「ＴＳＦ４４４５」
、「ＴＳＦ４４５０」、「ＴＳＦ４４４６」、「ＴＳＦ４４５２」、「ＴＳＦ４４６０」
（以上、モメンティブ・パフォーマンス・マテリアルズ・ジャパン合同会社製）、商品名
「ＢＹＫ３００」、「ＢＹＫ３０１」、「ＢＹＫ３０２」、「ＢＹＫ３０６」、「ＢＹＫ
３０７」、「ＢＹＫ３１０」、「ＢＹＫ３１５」、「ＢＹＫ３２０」、「ＢＹＫ３２２」
、「ＢＹＫ３２３」、「ＢＹＫ３３１」、「ＢＹＫ３３３」、「ＢＹＫ３７０」「ＢＹＫ
３７５」、「ＢＹＫ３７７」、「ＢＹＫ３７８」（以上、ビックケミー・ジャパン社製）
などを挙げることができる。
【００６５】
　フッ素系界面活性剤としては、例えば、フロリナート「ＦＣ－４３０」、「ＦＣ－４３
１」（以上、住友スリーエム株式会社製）、サーフロン「Ｓ－１４１」、「Ｓ－１４５」
、「Ｓ－３８１」、「Ｓ－３９３」（以上、旭硝子株式会社製）、エフトップ（登録商標
）「ＥＦ３０１」、「ＥＦ３０３」、「ＥＦ３５１」、「ＥＦ３５２」（以上、株式会社
ジェムコ製）、メガファック（登録商標）「Ｆ１７１」、「Ｆ１７２」、「Ｆ１７３」、
「Ｒ－３０」（以上、ＤＩＣ株式会社製）などを挙げることができる。
　ポリオキシアルキレン系界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレンラウリルエ
ーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエーテル
、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエ
ーテル等のポリオキシエチレンアルキルエーテル類、ポリエチレングリコールジラウレー
ト、ポリエチレングリコールジステアレートポリオキシエチレンジアルキルエステル類な
どを挙げることができる。
　これらの界面活性剤は、それぞれ単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることがで
きる。
【００６６】
　本発明の樹脂組成物中における界面活性剤の含有量は、環状オレフィン重合体（Ａ）１
００重量部に対して、好ましくは０．０１～０．５重量部であり、より好ましくは０．０
２～０．２重量部である。界面活性剤の含有量が上記範囲にあると、ストリエーション（
塗布筋あと）の防止効果をより高めることができる。
【００６７】
  酸性基又は熱潜在性酸性基を有する化合物は、酸性基または加熱により酸性基を生じる
熱潜在性酸性基を有するものであればよく、特に限定されないが、好ましくは脂肪族化合
物、芳香族化合物、複素環化合物であり、さらに好ましくは芳香族化合物、複素環化合物
である。
  これらの酸性基又は熱潜在性酸性基を有する化合物は、それぞれ単独で又は２種以上を
組み合わせて用いることができる。
【００６８】
  酸性基又は熱潜在性酸性基を有する化合物の酸性基および熱潜在性酸性基の数は、特に
限定されないが、合計で２つ以上の酸性基および／又は熱潜在性酸性基を有するものが好
ましい。酸性基又は熱潜在性酸性基は、互いに同一であっても異なっていてもよい。
  酸性基としては、酸性の官能基であればよく、その具体例としては、スルホン酸基、リ
ン酸基等の強酸性基；カルボキシ基、チオール基およびカルボキシメチレンチオ基等の弱
酸性基；が挙げられる。これらの中でも、カルボキシ基、チオール基又はカルボキシメチ
レンチオ基が好ましく、カルボキシ基が特に好ましい。また、これらの酸性基の中でも、
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酸解離定数ｐＫａが３．５以上５．０以下の範囲にあるものが好ましい。なお、酸性基が
２つ以上ある場合は第一解離定数ｐＫａ１を酸解離定数とし、第一解離定数ｐＫａ１が上
記範囲にあるものが好ましい。また、ｐＫａは、希薄水溶液条件下で、酸解離定数Ｋａ＝
［Ｈ３Ｏ＋］［Ｂ－］／［ＢＨ］を測定し、ｐＫａ＝－ｌｏｇＫａにしたがって、求めら
れる。ここでＢＨは、有機酸を表し、Ｂ－は有機酸の共役塩基を表す。
  なお、ｐＫａの測定方法は、例えばｐＨメータを用いて水素イオン濃度を測定し、該当
物質の濃度と水素イオン濃度から算出することができる。
【００６９】
　また、熱潜在性酸性基としては、加熱により酸性の官能基を生じる基であればよく、そ
の具体例としては、スルホニウム塩基、ベンゾチアゾリウム塩基、アンモニウム塩基、ホ
スホニウム塩基、ブロックカルボン酸基等が挙げられる。これらの中でも、ブロックカル
ボン酸基が好ましい。なお、ブロックカルボン酸基を得るために用いられるカルボキシ基
のブロック化剤は特に限定されないが、ビニルエーテル化合物であることが好ましい。
【００７０】
  さらに、酸性基又は熱潜在性酸性基を有する化合物は、酸性基および熱潜在性酸性基以
外の置換基を有していてもよい。
  このような置換基としては、アルキル基、アリール基等の炭化水素基のほか、ハロゲン
原子；アルコキシ基、アリールオキシ基、アシルオキシ基、ヘテロ環オキシ基；アルキル
基又はアリール基又は複素環基で置換されたアミノ基、アシルアミノ基、ウレイド基、ス
ルファモイルアミノ基、アルコキシカルボニルアミノ基、アリールオキシカルボニルアミ
ノ基；アルキルチオ基、アリールチオ基、ヘテロ環チオ基；等のプロトンを有しない極性
基、これらのプロトンを有しない極性基で置換された炭化水素基、等を挙げることができ
る。
【００７１】
  このような酸性基又は熱潜在性酸性基を有する化合物のうち、酸性基有する化合物の具
体例としては、メタン酸、エタン酸、プロパン酸、ブタン酸、ペンタン酸、ブタン酸、ペ
ンタン酸、ヘキサン酸、ヘプタン酸、オクタン酸、ノナン酸、デカン酸、グリコール酸、
グリセリン酸、エタン二酸（「シュウ酸」ともいう。）、プロパン二酸（「マロン酸」と
もいう。）、ブタン二酸（「コハク酸」ともいう。）、ペンタン二酸、ヘキサン二酸（「
アジピン酸」ともいう。）、１、２―シクロヘキサンジカルボン酸、２－オキソプロパン
酸、２－ヒドロキシブタン二酸、２－ヒドロキシプロパントリカルボン酸、メルカプトこ
はく酸、ジメルカプトこはく酸、２，３－ジメルカプト－１－プロパノール、１，２，３
－トリメルカプトプロパン、２，３，４－トリメルカプト－１－ブタノール、２，４－ジ
メルカプト－１，３－ブタンジオール、１，３，４－トリメルカプト－２－ブタノール、
３，４－ジメルカプト－１，２－ブタンジオール、１，５－ジメルカプト－３－チアペン
タン等の脂肪族化合物；
【００７２】
  安息香酸、ｐ－ヒドロキシベンゼンカルボン酸、o－ヒドロキシベンゼンカルボン酸、
２－ナフタレンカルボン酸、メチル安息香酸、ジメチル安息香酸、トリメチル安息香酸、
３－フェニルプロパン酸、ジヒドロキシ安息香酸、ジメトキシ安息香酸、ベンゼン－１，
２－ジカルボン酸（「フタル酸」ともいう。）、ベンゼン－１，３－ジカルボン酸（「イ
ソフタル酸」ともいう。）、ベンゼン－１，４－ジカルボン酸（「テレフタル酸」ともい
う。）、ベンゼン－１，２，３－トリカルボン酸、ベンゼン－１，２，４－トリカルボン
酸、ベンゼン－１，３，５－トリカルボン酸、ベンゼンヘキサカルボン酸、ビフェニル－
２，２’－ジカルボン酸、２－(カルボキシメチル)安息香酸、３－(カルボキシメチル)安
息香酸、４－(カルボキシメチル)安息香酸、２－(カルボキシカルボニル)安息香酸、３－
(カルボキシカルボニル)安息香酸、４－(カルボキシカルボニル)安息香酸、２－メルカプ
ト安息香酸、４－メルカプト安息香酸、ジフェノール酸、２－メルカプト－６－ナフタレ
ンカルボン酸、２－メルカプト－７－ナフタレンカルボン酸、１，２－ジメルカプトベン
ゼン、１，３－ジメルカプトベンゼン、１，４－ジメルカプトベンゼン、１，４－ナフタ
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レンジチオール、１，５－ナフタレンジチオール、２，６－ナフタレンジチオール、２，
７－ナフタレンジチオール、１，２，３－トリメルカプトベンゼン、１，２，４－トリメ
ルカプトベンゼン、１，３，５－トリメルカプトベンゼン、１，２，３－トリス（メルカ
プトメチル）ベンゼン、１，２，４－トリス（メルカプトメチル）ベンゼン、１，３，５
－トリス（メルカプトメチル）ベンゼン、１，２，３－トリス（メルカプトエチル）ベン
ゼン、１，２，４－トリス（メルカプトエチル）ベンゼン、１，３，５－トリス（メルカ
プトエチル）ベンゼン等の芳香族化合物；
【００７３】
  ニコチン酸、イソニコチン酸、２－フロ酸、ピロール－２，３－ジカルボン酸、ピロー
ル－２，４－ジカルボン酸、ピロール－２，５－ジカルボン酸、ピロール－３，４－ジカ
ルボン酸、イミダゾール－２，４－ジカルボン酸、イミダゾール－２，５－ジカルボン酸
、イミダゾール－４，５－ジカルボン酸、ピラゾール－３，４－ジカルボン酸、ピラゾー
ル－３，５－ジカルボン酸等の窒素原子を含む五員複素環化合物；チオフェン－２，３－
ジカルボン酸、チオフェン－２，４－ジカルボン酸、チオフェン－２，５－ジカルボン酸
、チオフェン－３，４－ジカルボン酸、チアゾール－２，４－ジカルボン酸、チアゾール
－２，５－ジカルボン酸、チアゾール－４，５－ジカルボン酸、イソチアゾール－３，４
－ジカルボン酸、イソチアゾール－３，５－ジカルボン酸、１，２，４－チアジアゾール
－２，５－ジカルボン酸、１，３，４－チアジアゾール－２，５－ジカルボン酸、３－ア
ミノ－５－メルカプト－１，２，４－チアジアゾール、２－アミノ－５－メルカプト－１
，３，４－チアジアゾール、３，５－ジメルカプト－１，２，４－チアジアゾール、２，
５－ジメルカプト－１，３，４－チアジアゾール、３－（５－メルカプト－１，２，４－
チアジアゾール－３－イルスルファニル）こはく酸、２－（５－メルカプト－１，３，４
－チアジアゾール－２－イルスルファニル）こはく酸、（５－メルカプト－１，２，４－
チアジアゾール－３－イルチオ）酢酸、（５－メルカプト－１，３，４－チアジアゾール
－２－イルチオ）酢酸、３－（５－メルカプト－１，２，４－チアジアゾール－３－イル
チオ）プロピオン酸、２－（５－メルカプト－１，３，４－チアジアゾール－２－イルチ
オ）プロピオン酸、３－（５－メルカプト－１，２，４－チアジアゾール－３－イルチオ
）コハク酸、２－（５－メルカプト－１，３，４－チアジアゾール－２－イルチオ）コハ
ク酸、４－（３－メルカプト－１，２，４－チアジアゾール－５－イル）チオブタンスル
ホン酸、４－（２－メルカプト－１，３，４－チアジアゾール－５－イル）チオブタンス
ルホン酸等の窒素原子と硫黄原子を含む五員複素環化合物；
【００７４】
  ピリジン－２，３－ジカルボン酸、ピリジン－２，４－ジカルボン酸、ピリジン－２，
５－ジカルボン酸、ピリジン－２，６－ジカルボン酸、ピリジン－３，４－ジカルボン酸
、ピリジン－３，５－ジカルボン酸、ピリダジン－３，４－ジカルボン酸、ピリダジン－
３，５－ジカルボン酸、ピリダジン－３，６－ジカルボン酸、ピリダジン－４，５－ジカ
ルボン酸、ピリミジン－２，４－ジカルボン酸、ピリミジン－２，５－ジカルボン酸、ピ
リミジン－４，５－ジカルボン酸、ピリミジン－４，６－ジカルボン酸、ピラジン－２，
３－ジカルボン酸、ピラジン－２，５－ジカルボン酸、ピリジン－２，６－ジカルボン酸
、トリアジン－２，４－ジカルボン酸、２－ジエチルアミノ－４，６－ジメルカプト－ｓ
－トリアジン、２－ジプロピルアミノ－４，６－ジメルカプト－ｓ－トリアジン、２－ジ
ブチルアミノ－４，６－ジメルカプト－ｓ－トリアジン、２－アニリノ－４，６－ジメル
カプト－ｓ－トリアジン、２，４，６－トリメルカプト－ｓ－トリアジン等の窒素原子を
含む六員複素環化合物；が挙げられる。
  これらの中でも、得られる絶縁膜の密着性をより高めることができるという観点から、
酸性基を有する化合物における酸性基の数は、２つ以上であることが好ましい。
【００７５】
  また、酸性基又は熱潜在性酸性基を有する化合物のうち、熱潜在性酸性基を有する化合
物の具体例としては、前述の酸性基有する化合物の酸性基を熱潜在性酸性基に変換した化
合物を挙げられる。例えば、１，２，４－ベンゼントリカルボン酸のカルボキシ基をブロ
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ックカルボン酸基に変換して得られる１，２，４－ベンゼントリカルボン酸トリス（１－
プロポキシエチル）などを熱潜在性酸性基を有する化合物として用いることができる。得
られる絶縁膜の密着性をより高めることができるという観点から、熱潜在性酸性基を有す
る化合物における熱潜在性酸性基の数は、２つ以上であることが好ましい。
【００７６】
  本発明の樹脂組成物中における酸性基又は熱潜在性酸性基を有する化合物の含有量は、
環状オレフィン重合体（Ａ）１００重量部に対して、好ましくは０．１～５０重量部、よ
り好ましくは１～４５重量部、さらに好ましくは２～４０重量部、さらに好ましくは３～
３０重量部の範囲である。酸性基又は熱潜在性酸性基を有する化合物の使用量を上記範囲
とすることで、樹脂組成物を液状安定性に優れたものとすることができる。
【００７７】
  感放射線化合物は、紫外線や電子線等の放射線の照射により、化学反応を引き起こすこ
とのできる化合物である。感放射線化合物としては、本発明の樹脂組成物から形成される
樹脂膜のアルカリ溶解性を制御できるものが好ましく、光酸発生剤が好適である。
【００７８】
　光酸発生剤としては、例えば、アセトフェノン化合物、トリアリールスルホニウム塩、
キノンジアジド化合物等のアジド化合物等が挙げられるが、好ましくはアジド化合物、特
に好ましくはキノンジアジド化合物である。
【００７９】
　キノンジアジド化合物としては、例えば、キノンジアジドスルホン酸ハライドとフェノ
ール性水酸基を有する化合物とのエステル化合物を用いることができる。キノンジアジド
スルホン酸ハライドの具体例としては、１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸
クロライド、１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸クロライド、１，２－ベン
ゾキノンジアジド－５－スルホン酸クロライド等が挙げられる。フェノール性水酸基を有
する化合物の代表例としては、１，１，３－トリス（２，５－ジメチル－４－ヒドロキシ
フェニル）－３－フェニルプロパン、４，４’－［１－［４－［１－［４－ヒドロキシフ
ェニル］－１－メチルエチル］フェニル］エチリデン］ビスフェノール等が挙げられる。
これら以外のフェノール性水酸基を有する化合物としては、２，３，４－トリヒドロキシ
ベンゾフェノン、２，３，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２－ビス（４－
ヒドロキシフェニル）プロパン、トリス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１，１
－トリス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）エタン、１，１，２，２－テトラキス
（４－ヒドロキシフェニル）エタン、ノボラック樹脂のオリゴマー、フェノール性水酸基
を１つ以上有する化合物とジシクロペンタジエンとを共重合して得られるオリゴマー等が
挙げられる。
　これらの中でも、１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸クロライドとフェノ
ール性水酸基を有する化合物との縮合物が好ましく、１，１，３－トリス（２，５－ジメ
チル－４－ヒドロキシフェニル）－３－フェニルプロパン（１モル）と１，２－ナフトキ
ノンジアジド－５－スルホン酸クロライド（２．５モル）との縮合物がより好ましい。
【００８０】
　光酸発生剤としては、キノンジアジド化合物の他、オニウム塩、ハロゲン化有機化合物
、α，α’－ビス（スルホニル）ジアゾメタン系化合物、α－カルボニル－α’－スルホ
ニルジアゾメタン系化合物、スルホン化合物、有機酸エステル化合物、有機酸アミド化合
物、有機酸イミド化合物等、公知のものを用いることができる。
　これらの感放射線化合物は、それぞれ単独で又は２種以上を組み合わせて用いることが
できる。
【００８１】
  本発明の樹脂組成物中における感放射線化合物の含有量は、環状オレフィン重合体（Ａ
）１００重量部に対して、好ましくは１～１００重量部、より好ましくは５～５０重量部
、さらに好ましくは１０～４０重量部である。
【００８２】
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  本発明の樹脂組成物の調製方法は、特に限定されず、樹脂組成物を構成する各成分を公
知の方法により混合すればよい。
  混合の方法は特に限定されないが、樹脂組成物を構成する各成分を有機溶媒（Ｃ）に溶
解又は分散して得られる溶液又は分散液を混合するのが好ましい。これにより、樹脂組成
物は、溶液又は分散液の形態で得られる。
【００８３】
  樹脂組成物を構成する各成分を有機溶媒（Ｃ）に溶解又は分散する方法は、常法に従え
ばよい。具体的には、攪拌子とマグネティックスターラーを使用した攪拌、高速ホモジナ
イザー、ディスパー、遊星攪拌機、二軸攪拌機、ボールミル、三本ロール等を使用して行
なうことができる。また、各成分を溶剤に溶解又は分散した後に、例えば、孔径が０．５
μｍ程度のフィルター等を用いて濾過してもよい。
【００８４】
　本発明の樹脂組成物中における、固形分濃度（有機溶媒（Ｃ）を除いた成分の濃度）は
、特に限定されないが、好ましくは５～５０重量％、より好ましくは７～４５重量％、さ
らに好ましくは９～４０重量％である。
【００８５】
（樹脂膜）
　本発明の樹脂膜は、上述した本発明の樹脂組成物を用いて得ることができる。本発明の
樹脂膜としては、上述した本発明の樹脂組成物を基板上に形成させることによって得られ
るものが好ましい。
【００８６】
　基板としては、たとえば、プリント配線基板、シリコンウエハ基板、ソーダガラスなど
のガラス基板、ポリエチレンナフタレートなどのプラスチック基板等を用いることができ
る。なかでも、タッチパネル構造を備えた表示装置に用いられるソーダガラス基板や、ポ
リエチレンナフタレート基板が好適に用いられる。
【００８７】
　樹脂膜を形成する方法としては、特に限定されず、例えば、塗布法やフィルム積層法等
の方法を用いることができる。
【００８８】
　塗布法は、例えば、樹脂組成物を塗布した後、加熱乾燥して溶剤を除去する方法である
。樹脂組成物を塗布する方法としては、例えば、スプレー法、スピンコート法、ロールコ
ート法、ダイコート法、ドクターブレード法、回転塗布法、バー塗布法、スクリーン印刷
法等の各種の方法を採用することができる。加熱乾燥条件は、各成分の種類や配合割合に
応じて異なるが、通常、３０～１５０℃、好ましくは６０～１２０℃で、通常、０．５～
９０分間、好ましくは１～６０分間、より好ましくは１～３０分間で行なえばよい。
【００８９】
　フィルム積層法は、樹脂組成物を、樹脂フィルムや金属フィルム等のＢステージフィル
ム形成用基材上に塗布した後に加熱乾燥により溶剤を除去してＢステージフィルムを得、
次いで、このＢステージフィルムを、積層する方法である。加熱乾燥条件は、各成分の種
類や配合割合に応じて適宜選択することができるが、加熱温度は、通常、３０～１５０℃
であり、加熱時間は、通常、０．５～９０分間である。フィルム積層は、加圧ラミネータ
、プレス、真空ラミネータ、真空プレス、ロールラミネータ等の圧着機を用いて行なうこ
とができる。
【００９０】
　樹脂膜の厚さとしては、特に限定されず、用途に応じて適宜設定すればよいが、樹脂膜
が、たとえば、タッチパネル構造を備えた表示装置のタッチパネル構造部の保護膜や絶縁
膜である場合には、樹脂膜の厚さは、好ましくは０．１～１００μｍ、より好ましくは０
．５～５０μｍ、さらに好ましくは０．５～３０μｍである。
【００９１】
　また、本発明において、基板上に樹脂膜を形成した後に、樹脂の架橋反応を行なうこと
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ができる。
　基板上に形成された樹脂膜の架橋は、架橋剤（Ｂ）の種類に応じて適宜方法を選択すれ
ばよいが、通常、加熱により行なう。加熱方法は、例えば、ホットプレート、オーブン等
を用いて行なうことができる。加熱温度は、通常、１８０～２５０℃であり、加熱時間は
、樹脂膜の大きさや厚さ及び使用機器等により適宜選択され、例えばホットプレートを用
いる場合は、通常、５～６０分間、オーブンを用いる場合は、通常、３０～９０分間の範
囲である。加熱は、必要に応じて不活性ガス雰囲気下で行ってもよい。不活性ガスとして
は、酸素を含まず且つ樹脂膜を酸化させないものであればよく、例えば、窒素、アルゴン
、ヘリウム、ネオン、キセノン、クリプトン等が挙げられる。これらの中でも窒素とアル
ゴンが好ましく、特に窒素が好ましい。特に、酸素含有量が０．１体積％以下、好ましく
は０．０１体積％以下の不活性ガス、特に窒素が好適である。これらの不活性ガスは、そ
れぞれ単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００９２】
　また、本発明の樹脂組成物が、感放射線化合物をさらに含有するものである場合には、
基板上に形成された樹脂膜はパターン化され、パターン化樹脂膜とされていてもよい。
　樹脂膜をパターン化する方法としては、たとえば、パターン化前の樹脂膜を形成し、パ
ターン化前の樹脂膜に活性放射線を照射して潜像パターンを形成し、次いで潜像パターン
を有する樹脂膜に現像液を接触させることによりパターンを顕在化させる方法などが挙げ
られる。
【００９３】
　活性放射線としては、樹脂組成物に含有される感放射線化合物を活性化させ、樹脂組成
物のアルカリ可溶性を変化させることができるものであれば特に限定されない。具体的に
は、紫外線、ｇ線やｉ線等の単一波長の紫外線、ＫｒＦエキシマレーザー光、ＡｒＦエキ
シマレーザー光等の光線；電子線のような粒子線；等を用いることができる。これらの活
性放射線を選択的にパターン状に照射して潜像パターンを形成する方法としては、常法に
従えばよく、例えば、縮小投影露光装置等により、紫外線、ｇ線、ｉ線、ＫｒＦエキシマ
レーザー光、ＡｒＦエキシマレーザー光等の光線を所望のマスクパターンを介して照射す
る方法、又は電子線等の粒子線により描画する方法等を用いることができる。活性放射線
として光線を用いる場合は、単一波長光であっても、混合波長光であってもよい。照射条
件は、使用する活性放射線に応じて適宜選択されるが、例えば、波長２００～４５０ｎｍ
の光線を使用する場合、照射量は、通常１０～１，０００ｍＪ／ｃｍ２、好ましくは５０
～５００ｍＪ／ｃｍ２の範囲であり、照射時間と照度に応じて決まる。このようにして活
性放射線を照射した後、必要に応じ、樹脂膜を６０～１３０℃程度の温度で１～２分間程
度加熱処理する。
【００９４】
　次に、パターン化前の樹脂膜に形成された潜像パターンを現像して顕在化させる。現像
液としては、通常、アルカリ性化合物の水性溶液が用いられる。アルカリ性化合物として
は、例えば、アルカリ金属塩、アミン、アンモニウム塩を使用することができる。アルカ
リ性化合物は、無機化合物であっても有機化合物であってもよい。これらの化合物の具体
例としては、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸ナトリウム、ケイ酸ナトリウム、
メタケイ酸ナトリウム等のアルカリ金属塩；アンモニア水；エチルアミン、ｎ－プロピル
アミン等の第一級アミン；ジエチルアミン、ジ－ｎ－プロピルアミン等の第二級アミン；
トリエチルアミン、メチルジエチルアミン等の第三級アミン；テトラメチルアンモニウム
ヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、テトラブチルアンモニウムヒド
ロキシド、コリン等の第四級アンモニウム塩；ジメチルエタノールアミン、トリエタノー
ルアミン等のアルコールアミン；ピロール、ピペリジン、１，８－ジアザビシクロ［５．
４．０］ウンデカ－７－エン、１，５－ジアザビシクロ［４．３．０］ノナ－５－エン、
Ｎ－メチルピロリドン等の環状アミン類；等が挙げられる。これらアルカリ性化合物は、
それぞれ単独で、又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００９５】
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　アルカリ水性溶液の水性媒体としては、水；メタノール、エタノール等の水溶性有機溶
剤を使用することができる。アルカリ水性溶液は、界面活性剤等を適当量添加したもので
あってもよい。
　潜像パターンを有する樹脂膜に現像液を接触させる方法としては、例えば、パドル法、
スプレー法、ディッピング法等の方法が用いられる。現像は、通常、０～１００℃、好ま
しくは５～５５℃、より好ましくは１０～３０℃の範囲で、通常、３０～１８０秒間の範
囲で適宜選択される。
【００９６】
　このようにして目的とするパターンが形成された樹脂膜は、現像残渣を除去するために
、たとえば、ＵＶオゾン処理を用いた洗浄や、リンス液を用いたリンスが行われる。
【００９７】
　本発明において、樹脂膜は、パターン化した後に、架橋反応を行なうことができる。架
橋は、上述した方法にしたがって行なえばよい。
【００９８】
（電子部品）
　本発明の電子部品は、上述した本発明の樹脂膜を備えてなる。本発明の電子部品として
は、特に限定されないが、各種電子部品が挙げられ、具体的には、タッチパレットやフレ
キシブル有機ＥＬディスプレイなどのタッチパネル構造を備えた表示装置などが挙げられ
る。
【００９９】
　本発明の電子部品の一例としてのタッチパネル構造を備えた表示装置としては、特に限
定されないが、ソーダガラス基板やポリエチレンナフタレートフィルム上に、絶縁膜を挟
んで一対のＩＴＯ電極などからなる電極層が配置されてなるものなどが挙げられ、この場
合には、上述した本発明の樹脂膜は、電極層間に挟まれる絶縁膜や、タッチパネル構造を
保護するための保護膜とすることができる。
【０１００】
　本発明の樹脂組成物は、プロトン性極性基を有する環状オレフィン重合体（Ａ）、架橋
剤（Ｂ）、および有機溶媒（Ｃ）を含有し、有機溶媒（Ｃ）が、ジエチレングリコールエ
チルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）を含有し、有機溶媒（Ｃ）中に含まれるジエチレングリ
コールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量が、ジエチレングリコールエチルメチルエ
ーテル（ＭＥＤＧ）の含有量を１００重量％とした場合に、１０重量ｐｐｍ以下に制御さ
れたものであるため、本発明の樹脂組成物を用いて得られる樹脂膜は、ＩＴＯ電極などの
電極を形成した際に抵抗値の低い電極を形成でき、しかも、透明性に優れたものである。
そのため、このような本発明の樹脂組成物を用いて得られる樹脂膜は、タッチパネル構造
を備えた表示装置の絶縁膜や保護膜として、好適に用いることができる。
　なお、本発明の樹脂組成物を用いて得られる樹脂膜は、このようにタッチパネル構造を
備えた表示装置の絶縁膜や保護膜用途に好適に用いることができるものであるが、タッチ
パネル構造を備えた表示装置の絶縁膜や保護膜以外の用途にも、用いることができること
はもちろんである。
【実施例】
【０１０１】
　以下に、実施例及び比較例を挙げて、本発明についてより具体的に説明する。各例中の
「部」は、特に断りのない限り、重量基準である。
　なお、各特性の定義及び評価方法は、以下のとおりである。
【０１０２】
＜ＩＴＯ電極の比抵抗＞
　ガラス基板（コーニング社、製品名コーニング１７３７）上に、樹脂組成物をスピンコ
ート法により塗布し、ホットプレートを用いて９０℃で２分間加熱乾燥（プリベーク）し
たのち、次いで、大気中、２３０℃で６０分間の条件で硬化（ベーク）させることで、膜
厚１．５μｍの樹脂膜を形成することで積層体を得た。次いで、得られた積層体の樹脂膜
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の表面に、スパッタリング法により厚さ４１．２ｎｍのＩＴＯ膜を形成した。そして、形
成されたＩＴＯ膜について、カスタム社のデジタルマルチメータＣＤＭ－１１Ｄを用いて
、比抵抗（単位は、Ω）を測定した。
【０１０３】
＜光線透過率＞
　上記にて作製したＩＴＯ膜を形成した積層体について、紫外可視分光光度計（製品名「
ＵＶ－ＶＩＳ  Ｖ５７０」、日本分光社製）を用いて、波長４００ｎｍの光における光線
透過率（光路長０．００１５ｍｍ）を測定した。
【０１０４】
《合成例１》
＜環状オレフィン重合体（Ａ－１）の重合体溶液（低ＤＭＤＧ）の調製＞
　Ｎ－（２－エチルヘキシル）－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジ
カルボキシイミド４０モル％、および４－ヒドロキシカルボニルテトラシクロ［６．２．
１．１３，６．０２，７］ドデカ－９－エン６０モル％からなる単量体混合物１００部、
１，５－ヘキサジエン２部、（１，３－ジメシチルイミダゾリン－２－イリデン）（トリ
シクロヘキシルホスフィン）ベンジリデンルテニウムジクロリド（Ｏｒｇ．Ｌｅｔｔ．，
第１巻，９５３頁，１９９９年  に記載された方法で合成した）０．０２部、およびジエ
チレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）（商品名「ハイソルブＥＤＭ－Ｓ」
、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量：５
重量ｐｐｍ）２００部を、窒素置換したガラス製耐圧反応器に仕込み、攪拌しつつ８０℃
にて４時間反応させて重合反応液を得た。
【０１０５】
　そして、得られた重合反応液をオートクレーブに入れて、１５０℃、水素圧４ＭＰａで
、５時間攪拌して水素化反応を行い、環状オレフィン重合体（Ａ－１）の重合体溶液（低
ＤＭＤＧ）を得た。得られた環状オレフィン重合体（Ａ－１）の重合転化率は９９．７％
、ポリスチレン換算重量平均分子量は７，１５０、数平均分子量は４，６９０、分子量分
布は１．５２、水素添加率は、９９．７％であった。また、得られた環状オレフィン重合
体（Ａ－１）の重合体溶液（低ＤＭＤＧ）の固形分濃度は３４．４重量％であった。
【０１０６】
《合成例２》
＜環状オレフィン重合体（Ａ－１）の重合体溶液（高ＤＭＤＧ）の調製＞
　ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）（商品名「ハイソルブＥＤＭ
－Ｓ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有
量：５重量ｐｐｍ）２００部に代えて、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（Ｍ
ＥＤＧ）（商品名「ハイソルブＥＤＭ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメ
チルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量：６９重量ｐｐｍ）２００部を使用した以外は、合成
例１と同様にして、環状オレフィン重合体（Ａ－１）の重合体溶液（高ＤＭＤＧ）を得た
。得られた環状オレフィン重合体（Ａ－１）の重合転化率は９９．７％、ポリスチレン換
算重量平均分子量は７，１５０、数平均分子量は４，６９０、分子量分布は１．５２、水
素添加率は、９９．７％であった。また、得られた環状オレフィン重合体（Ａ－１）の重
合体溶液（高ＤＭＤＧ）の固形分濃度は３４．４重量％であった。
【０１０７】
《実施例１》
＜樹脂組成物の調製＞
　環状オレフィン重合体（Ａ）として、合成例１で得られた環状オレフィン重合体（Ａ－
１）の重合体溶液（低ＤＭＤＧ）２９１部（環状オレフィン重合体（Ａ－１）として１０
０部）、架橋剤（Ｂ）として、エポキシ化ブタンテトラカルボン酸テトラキス（３－シク
ロヘキセニルメチル）修飾ε－カプロラクトン（商品名「エポリードＧＴ４０１」、ダイ
セル化学工業社製、環式エポキシ基を有する脂肪族環状４官能性のエポキシ樹脂、分子量
（Ｍｗ）＝７３０）５０部、酸化防止剤として、ペンタエリズリトール－テトラキス［３
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－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオナート］（商品
名「Ｉｒｇａｎｏｘ１０１０」、ＢＡＳＦ社製）１．５部、界面活性剤として、シリコー
ン系界面活性剤（商品名「ＫＰ３４１」、信越化学工業社製）０．０３部、および溶剤と
して、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）（商品名「ハイソルブＥ
ＤＭ－Ｓ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）の
含有量：５重量ｐｐｍ）７４５部を混合し、溶解させた後、孔径０．４５μｍのポリテト
ラフルオロエチレン製フィルターでろ過して、固形分濃度１５重量％の樹脂組成物を調製
した。
　なお、得られた樹脂組成物について、ガスクロマトグラフィーにより、ジエチレングリ
コールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量を測定したところ、ジエチレングリコール
エチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）１００重量％に対して、５重量ｐｐｍであり、また、
樹脂組成物全体に対して、４．３重量ｐｐｍであった。
　そして、得られた樹脂組成物を用いて、上記方法に従って、ＩＴＯ電極の比抵抗、及び
光線透過率の測定を行った。結果を表１に示す。
【０１０８】
《実施例２》
　樹脂組成物を調製する際における、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥ
ＤＧ）（商品名「ハイソルブＥＤＭ－Ｓ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジ
メチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量：５重量ｐｐｍ）の使用量を７４５部から５２６部
に変更した以外は、実施例１と同様にして、固形分濃度２０重量％の樹脂組成物を調製し
た。
　なお、得られた樹脂組成物について、実施例１と同様にして、ジエチレングリコールジ
メチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量を測定したところ、ジエチレングリコールエチルメ
チルエーテル（ＭＥＤＧ）１００重量％に対して、５重量ｐｐｍであり、また、樹脂組成
物全体に対して、４重量ｐｐｍであった。
　そして、得られた樹脂組成物を用いて、上記方法に従って、ＩＴＯ電極の比抵抗、及び
光線透過率の測定を行った。結果を表１に示す。
【０１０９】
《実施例３》
　樹脂組成物を調製する際に、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）
（商品名「ハイソルブＥＤＭ－Ｓ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメチル
エーテル（ＤＭＤＧ）の含有量：５重量ｐｐｍ）の使用量を７４５部から７０６部に変更
するとともに、感放射線化合物としての、１，１，３－トリス（２，５－ジメチル－４－
ヒドロキシフェニル）－３－フェニルプロパン（１モル）と１，２－ナフトキノンジアジ
ド－５－スルホン酸クロライド２．０モルとの縮合物（商品名「ＴＳ－２００」、東洋合
成社製）４０部をさらに配合した以外は、実施例１と同様にして、固形分濃度１９．５重
量％の樹脂組成物を調製した。
　なお、得られた樹脂組成物について、実施例１と同様にして、ジエチレングリコールジ
メチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量を測定したところ、ジエチレングリコールエチルメ
チルエーテル（ＭＥＤＧ）１００重量％に対して、５重量ｐｐｍであり、また、樹脂組成
物全体に対して、４重量ｐｐｍであった。
　そして、得られた樹脂組成物を用いて、上記方法に従って、ＩＴＯ電極の比抵抗、及び
光線透過率の測定を行った。結果を表１に示す。
【０１１０】
《実施例４》
　樹脂組成物を調製する際に、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）
（商品名「ハイソルブＥＤＭ－Ｓ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメチル
エーテル（ＤＭＤＧ）の含有量：５重量ｐｐｍ）の使用量を７４５部から７００部に変更
するとともに、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）（商品名「ハイ
ソルブＥＤＭ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ
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）の含有量：６９重量ｐｐｍ）４５部をさらに配合した以外は、実施例１と同様にして、
固形分濃度２０重量％の樹脂組成物を調製した。
　なお、得られた樹脂組成物について、実施例１と同様にして、ジエチレングリコールジ
メチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量を測定したところ、ジエチレングリコールエチルメ
チルエーテル（ＭＥＤＧ）１００重量％に対して、８．９重量ｐｐｍであり、また、樹脂
組成物全体に対して、７．５重量ｐｐｍであった。
　そして、得られた樹脂組成物を用いて、上記方法に従って、ＩＴＯ電極の比抵抗、及び
光線透過率の測定を行った。結果を表１に示す。
【０１１１】
《比較例１》
　樹脂組成物を調製する際に、合成例１で得られた環状オレフィン重合体（Ａ－１）の重
合体溶液（低ＤＭＤＧ）に代えて、合成例２で得られた環状オレフィン重合体（Ａ－１）
の重合体溶液（高ＤＭＤＧ）２９１部（環状オレフィン重合体（Ａ－１）として１００部
）を使用するとともに、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）（商品
名「ハイソルブＥＤＭ－Ｓ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメチルエーテ
ル（ＤＭＤＧ）の含有量：５重量ｐｐｍ）に代えて、ジエチレングリコールエチルメチル
エーテル（ＭＥＤＧ）（商品名「ハイソルブＥＤＭ」、東邦化学工業社製、ジエチレング
リコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量：６９重量ｐｐｍ）７４５部を使用した
以外は、実施例１と同様にして、固形分濃度１５重量％の樹脂組成物を調製した。
　なお、得られた樹脂組成物について、実施例１と同様にして、ジエチレングリコールジ
メチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量を測定したところ、ジエチレングリコールエチルメ
チルエーテル（ＭＥＤＧ）１００重量％に対して、６４重量ｐｐｍであり、また、樹脂組
成物全体に対して、５４重量ｐｐｍであった。
　そして、得られた樹脂組成物を用いて、上記方法に従って、ＩＴＯ電極の比抵抗、及び
光線透過率の測定を行った。結果を表１に示す。
【０１１２】
《比較例２》
　樹脂組成物を調製する際に、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）
（商品名「ハイソルブＥＤＭ－Ｓ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメチル
エーテル（ＤＭＤＧ）の含有量：５重量ｐｐｍ）に代えて、ジエチレングリコールエチル
メチルエーテル（ＭＥＤＧ）（商品名「ハイソルブＥＤＭ」、東邦化学工業社製、ジエチ
レングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量：６９重量ｐｐｍ）５２６部を使
用した以外は、実施例１と同様にして、固形分濃度２０重量％の樹脂組成物を調製した。
　なお、得られた樹脂組成物について、実施例１と同様にして、ジエチレングリコールジ
メチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量を測定したところ、ジエチレングリコールエチルメ
チルエーテル（ＭＥＤＧ）１００重量％に対して、４３重量ｐｐｍであり、また、樹脂組
成物全体に対して、３４重量ｐｐｍであった。
　そして、得られた樹脂組成物を用いて、上記方法に従って、ＩＴＯ電極の比抵抗、及び
光線透過率の測定を行った。結果を表１に示す。
【０１１３】
《比較例３》
　樹脂組成物を調製する際に、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）
（商品名「ハイソルブＥＤＭ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメチルエー
テル（ＤＭＤＧ）の含有量：６９重量ｐｐｍ）の使用量を７４５部から７０６部に変更す
るとともに、感放射線化合物としての、１，１，３－トリス（２，５－ジメチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）－３－フェニルプロパン（１モル）と１，２－ナフトキノンジアジド
－５－スルホン酸クロライド２．０モルとの縮合物（商品名「ＴＳ－２００」、東洋合成
社製）４０部をさらに配合した以外は、比較例１と同様にして、固形分濃度１９．５重量
％の樹脂組成物を調製した。
　なお、得られた樹脂組成物について、実施例１と同様にして、ジエチレングリコールジ
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メチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量を測定したところ、ジエチレングリコールエチルメ
チルエーテル（ＭＥＤＧ）１００重量％に対して、６３重量ｐｐｍであり、また、樹脂組
成物全体に対して、５１重量ｐｐｍであった。
　そして、得られた樹脂組成物を用いて、上記方法に従って、ＩＴＯ電極の比抵抗、及び
光線透過率の測定を行った。結果を表１に示す。
【０１１４】
《比較例４》
　樹脂組成物を調製する際に、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）
（商品名「ハイソルブＥＤＭ－Ｓ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメチル
エーテル（ＤＭＤＧ）の含有量：５重量ｐｐｍ）の使用量を７４５部から６００部に変更
するとともに、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）（商品名「ハイ
ソルブＥＤＭ」、東邦化学工業社製、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ
）の含有量：６９重量ｐｐｍ）１４５部をさらに配合した以外は、実施例１と同様にして
、固形分濃度２０重量％の樹脂組成物を調製した。
　なお、得られた樹脂組成物について、実施例１と同様にして、ジエチレングリコールジ
メチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量を測定したところ、ジエチレングリコールエチルメ
チルエーテル（ＭＥＤＧ）１００重量％に対して、１７重量ｐｐｍであり、また、樹脂組
成物全体に対して、１５重量ｐｐｍであった。
　そして、得られた樹脂組成物を用いて、上記方法に従って、ＩＴＯ電極の比抵抗、及び
光線透過率の測定を行った。結果を表１に示す。
【０１１５】

【表１】

【０１１６】
　表１に示すように、プロトン性極性基を有する環状オレフィン重合体（Ａ）、架橋剤（
Ｂ）、および有機溶媒（Ｃ）を含有する樹脂組成物において、ジエチレングリコールジメ
チルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量を、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル（Ｍ
ＥＤＧ）１００重量％に対して、１０重量ｐｐｍ以下に制御した場合には、得られる樹脂
膜は、その上にＩＴＯ電極を形成した場合における、形成されるＩＴＯ電極の比抵抗を低
くすることができ、しかも、光線透過率が高く、透明性に優れたものであった（実施例１
～４）。
　一方、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）の含有量を、ジエチレング
リコールエチルメチルエーテル（ＭＥＤＧ）１００重量％に対して、１０重量ｐｐｍ超と
した場合には、得られる樹脂膜は、その上にＩＴＯ電極を形成した場合に、形成されるＩ
ＴＯ電極の比抵抗が高くなり、また、光線透過率が低く、透明性に劣るものであった（比
較例１～４）。
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